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1 事業の目的
対
象
意
図

効
果

2 令和４年（2022年）度に実施した事業の概要

3 事業を構成する事務事業（最小事業）実績
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4 この事業に関わる職員数（毎年度４月１日時点）

会計年度任用職員 0 0 0 0

正規職員等 0.9 1.4 1.0 1.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源
内訳

国県支出金

地方債

その他特定財源

一般財源 646 1466 1,272

事業費の合計　（千円） 646 1,466 1,272

人件費　（千円） 7,596 7,793

関係団体負担金 日本非核宣言自治体
協議会負担金

- - - -
-

30 60 60

平和都市宣言石碑補
修事業

石碑ステンレス修繕費 - - - -
-

97 97 0

舞台劇「めぐみへの誓
い」事業

チラシ印刷製本費、舞
台出演者謝礼　等

来場者数（人） 282 450 450
62.7%

0 199 0

平和へのオマージュ作
品展事業

会場使用料、会場設
営等委託料　等

来場者数（人） 294 300 300
98.0%

141 392 263

へいわの学校事業 平和事業実施負担金 参加人数（人） 25 50 50
50.0%

0 250 220

平和推進事業 出前講話事業講師謝
礼　等

出前講話参加人数
（人）

1,272 2500 2,500
50.9%

378 468 729

枝
番
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事務事業
実施した主な事業
（主な経費等）

指標（単位）
令和４年度 令和５年度

達成度指標（実績値／目標値） 指標（目標値）

事業費（決算／当初）（千円） 予算額（千円）

総合計画上
の位置付け 分野 平和 施策の方針 1-(1)-①平和意識の醸成

市民等

平和都市宣言及び市民憲章の精神に基づき、市民の平和意識の醸成を図るとともに基本的人権に対する考えを定
着させるため。
平和について考えるきっかけを多くの市民に提供し、平和を基調にした世界に誇れるまちづくりを図る。

・映画上映会や平和を考えるパネル展、公立小中学校を対象として実施する出前講話、幅広い世代が一緒に平和につい
て考える「へいわの学校」などの平和推進事業の企画実施のほか、平和都市宣言石碑の補修を実施した。

令和５年（2023年）度行政評価シート【個表】

評価対象事業 評価者

共生-19
平和推進事業

自治事務 主管課 文化課

法定受託事務 関連課

文化課長　　島田　義正



5 評価結果

(１) 最小事業評価
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関係団体負担金

-

平和都市宣言及び市民憲章
の精神に基づき、市民の平
和意識の醸成に寄与するとと
もに、基本的人権に対する考
えを定着させるため。

-

0

舞台劇「めぐみへの誓
い」事業

新型コロナウイルス感染症対策
として座席数を半分にしての公
演としたことから目標値を下回っ
たが、令和４年度は県内唯一の
上演であったことから定員数に
達する来場者数となった。

平和都市宣言及び市民憲章
の精神に基づき、市民の平
和意識の醸成に寄与するとと
もに、基本的人権に対する考
えを定着させるため。

公募制の国・県・市の共催事業で
あり、各都市での公演が望ましい
ことから、令和5年度以降の本市
での公演予定はない。

平和都市宣言石碑補
修事業

義務的な支出であり、指標の設
定にはなじまない。

平和都市宣言及び市民憲章
の精神に基づき、市民の平
和意識の醸成に寄与するとと
もに、基本的人権に対する考
えを定着させるため。

-

へいわの学校事業 事業開始初年度で、参加者を限
定した形での開催であったため
目標値を下回ったが、メインター
ゲットである若年層の参加者も
得て、多世代で交流することが
できた。

平和都市宣言及び市民憲章
の精神に基づき、市民の平
和意識の醸成に寄与するとと
もに、基本的人権に対する考
えを定着させるため。

次世代を担う若年層の共感を得
て、自分事化することのできる事
業実施へ向け、検討を行う。

平和へのオマージュ作
品展事業

事業開始初年度であったが、効
果的に周知を行い、概ね目標値
に達する来場者数があった。

平和都市宣言及び市民憲章
の精神に基づき、市民の平
和意識の醸成に寄与するとと
もに、基本的人権に対する考
えを定着させるため。

次世代を担う若年層の共感を得
て、自分事化することのできる事
業実施へ向け、検討を行う。
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事務事業
指標分析の推移、
目標未達の理由

上位施策にどう寄与したか、
構成する事業としての妥当性

事業実施上の課題、改善点

平和推進事業 新型コロナウイルスの感染拡大
状況から、目標値を下回ってい
るものの、実施回数については
コロナ禍前の水準に回復しつつ
ある。

平和都市宣言及び市民憲章
の精神に基づき、市民の平
和意識の醸成に寄与するとと
もに、基本的人権に対する考
えを定着させるため。

次世代を担う若年層の共感を得
て、自分事化することのできる事
業実施へ向け、検討を行う。



(２) 視点別評価

(３) 総合評価 ※最小事業評価を踏まえて、今年度以降の取組方針等を記載する

□ □ ■ □ □

【参考】

◎事業実施に係る主な指標

◎他市比較・ベンチマーク（県内外自治体など他自治体や民間団体との比較値）

当該事業実施に伴う
他市比較に関する考え方

本市では、平成８年度から市民との協働（公募による市民で構成された実行委員会）による平和推進実行委員会が、事
業の企画・運営を行ってきたが、新型コロナウィルスの感染拡大による、新しい生活様式への対応など、社会情勢が大
きく変化する中、従来の市民参加の手法を見直すこと等の理由から、令和３年３月末の任期をもって市民委員の公募を
休止することとした。将来的な事業の在り方、手法については、社会情勢の変化や他市の事業手法も参考にして、より
効果的な方法を検討していく。

他市実績
市 実行委員会 市 市 市及び実行委員会 実行委員会 市 実行委員会

 

比較事項 平和推進事業の事業主体（実行委員会の設置状況）(令和４年度)

団体名 鎌倉市 藤沢市 横須賀市 茅ケ崎市 平塚市 逗子市

達成率  

小田原市 大和市

実績値

R5年度 R6年度 R7年度

目標値

指標（単位） 単位

指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度

達成率

実績値

R5年度 R6年度 R7年度

目標値

令和５年度も引き続き、市が事業の企画・実施を行うことを基本として、一部の事業を市民等との協働により事業を
展開し、次世代を担う若年層の共感・参画を得ながら、若い世代が平和の大切さを知り、自ら考え、行動できるような
事業に取り組んでいく。
将来的には、市主体の事業手法を基礎に、社会情勢の変化を見極めながら、市民等との共創による事業手法も選
択肢の一つとして、平和推進事業のより効果的な実施を目指す。

指標（単位） 単位

指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度

【今後の方針】 拡充 改善・変更 現状維持 縮小 休止・廃止

協働 市民等と協働して事業を展開しているか △.協働未実施

△-1　今後、市民等との協働による事業を検討すべき事業がある

協働実施済の場合のパートナー

有効性 事業の上位施策に向けた貢献度はどうか 2　目的達成のために手段（最小事業）を改善する余地がある

公平性 受益者負担は公正・公平か △.負担未導入 △-1　今後、負担の導入を検討すべき事業がある

3　統合できる事業はない

妥当性
各事業の実施に対する市民ニーズはあるか 1　市民ニーズは変わらずにある

民間によるサービスで代替できる事業はないか 3　民間によるサービスで代替できる事業はない

効率性

事業費の削減余地はないか 1　事業費の削減余地はない

事業の外部化（民営化・業務委託等）はできないか 2　外部化に向けて検討できる事業がある

関連・類似する事業の統合はできないか


